
㎜ 管 理 獣 医 師 の 診 療 状 況 ，こ係る調査結果に対する本県の考え方

平成２３年１１月１０日

畜産課家畜防疫対策室

１獣医師法第・１７条関係について

（１）事実認定ノ

①では、農場の従業員により要指示医薬品を含ｉｌｊ動物用医薬品の投与が㎜｜マは、農場の従業員により蜃指考医薬品を含ｉｔ：ｊゝ｜動物用ｉ

行 わ れ て い た 。 ＼

②上述の投与は、㎜が所有或いは管理する家畜に限定されていた。
③従業員による要指示医薬品の投与は、当該管理獣医師の指示を受けて、実施され

て い た 。 十

（２）本県の判断

獣医師以外が業務として診療を行うことは、第１７条に抵触する行為であるが、本条

は、管理獣医師の指示の下で、自らが所有する家畜に対して、動物用医薬品を投与する

こ と ま で 制 限 す る も の で は な い 。 白

し た が っ て 、 本 事 例 は 法 第 １ ７ 条 に は 抵 触 し な い と 判 断 す る 。 ご

２獣医師法第１８条関係について

（１）事実認定（記録文書等がないため、管理獣医師の申告に基づく認定）

①管理献医師は、県内外の■農場を姐当し、平成１７年４月から平成２１年１１

月までは定期的に巡回し、この経験を元に、ほぽ農場毎の牛群の状況を把握してい

た 。 十

②管理獣医師は、体調不良を理由に巡回を中止した１２月以降も、随時疾病の発生

等にぐ）いて従業員から電話等により聞き取りをしていたことから、この期間もそれ

以前と同様、農場毎の牛群の状況を把握していた。

③管理獣医師は、平成２２年４月１７日に風邪様の症状があるとの従業員からの報

告により、直接対面して診察することなく、要指示医薬品の投与を指示した。

④この際の指示は、「牛房中のｉ頭に症状がある場合には、牛房全頭に投与するこ

と」であり、結果として当該農場で飼養される牛全頭に要指示医薬品が投与された。

⑤通常は、各農場から治療実施当日または翌日に、ファクシミリ等で治療報告書が

提出され、管理獣医師もこれを確認することとなってｘｚｘ・る、が、本事例において、報ゝ ■ ■

１



告書をどの時点で確認したかは不明とのことであった。

⑥なお、投与指示後、その治療効果を確認するため、通常３日間を経過観察とし、

新たな指示は、改めて従業員からの案告を聴取した上で指示することとしていた。

⑦当該管理獣医師は、全頭投与の事実を４月２０日あるいは２１日に電話での聴取

により初めて確認した。当該農場での要指示医薬品の全頭投与は初めてのこ、とであ

り、この時点で管理獣医師は通常とは異なる状態であると認識した。ただし、これ

ら症状を呈する牛の状態は、４０（Ｃ以上の発熱や食欲廃絶等の症状がなかったこと

から死亡に至る状況ではないと判断していた。このため、全頭接種を確認後も直ち

に農場への訪問も、また訪問予定の連絡もせず、最終的に管理獣医師が当該農場を

訪問したのは４月２２日であった。

⑧当該農場の飼養牛７２５頭の中には管理獣医ｌ邱が、一度も対面したことのない牛

（巡回中止後に皿に転入された牛）が２１頭（３月１り７頭ヽ３９日１４頭）

含まれていた。

⑨通常、当該農場に牛が新規導入される場合、管理獣医師に逐次報告され、管理獣

医師の指示に基づき、予防的に要指示医薬品等（抗生物質）が投与される体制とな

っていたが、当該２１頭については、どのように対応されたか確認できなかった。

⑩これ以前に、飼養牛全頭に要指示医薬品を投与した事例はなかったが、直接対面

して診察せず、要指示医薬品の投与を指示することは日常的に実施されていた。

（２）本県の判断

法第１８条文：「獣医師は、自ら診察しないで診断書を交付し、若しくは劇毒薬、

生物学的製剤その他農林水産省令で定める医薬品の投与若しくは処方をし、（中略）

又は自ら検案しないで検案書を交付してはなもない。」と規定されている。
犬なお、本条適用の判断にあたっては、これまで以下の解釈が示されていることから

それぞれについて本事例に照らして判断する必要がある。

①
平成４年９月１日付け農林水産省畜産局長通知において、「獣医師法第１８条の診

察とは、獣医学的見地からみて疾病に対して一応の診断を下しうる程度の行為をい
い、獣医師が自ら

という解釈が示されている。

のも含まれる。

本事例において管理獣医師は、平成１７年４月から平成２１年１ｉ月まで約４年半、
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各農場を定期的に巡回していたこと、その後も随時従業員から電話等により聴取を行

っていたことから、上記通知に照らして判断すると、本事例の管理獣医師の行為は診

察に含まれると判断することも可能と考えられる。◇

しかしながら、以下の点については、問題があったと考えられる。

４月１７日時点で、従業員から詳細に聴取を行うなど飼養牛全頭に及ぶ多数頭の牛

に要指示医薬品が投与される可能性のあることを認識すべきであったと考えられる。

また、指示翌日の４月-：１．８日に要指示医薬品が全頭に投与されたこどを当該管理獣

医師が確認したのは、投与指示から３～４日後であり、投与指示の結果等について、

早期に確認すべきであったと考えられる √

これらのことから、管理獣医師が当該農場の飼育動物の健康状態を十分に把握して

いたとは言えず、管理獣医師の行為は診察には当たらない可能性があり、法第１８条

に照らして問題がある疑いがあると判断する。

② づ
「獣医師法・獣医療法の解説（農林水産省畜産局監修、平成５年３月３１日発行）」

には、「獣医師が自らの診察によって疾病を確認することなく、ただ漠然と他の依頼

に応じて診断書を交付し、あるいは劇毒薬、生物学的製剤その他農林水産省令で定

める医薬品の投与若しくは処方をなすことは、動物の診察上不測の危害を生じるお

それがあるため、これらの行為をなすことを禁じている。」「ただし、獣医師が自ら

相当期間定期的に巡回する等により常に当該農場の飼育動物の健康状態を把握して

いる場合において、飼育者から病状の聴取等を受け、特別の変状がないときに指示

を与えること等は、一応本条違反とはならないものと解される。」と記載されている。

この解説に照ら・して考えると、４月１７日時点での農場の状態を「特別な変状」と

捉 え る 。 か で 判 断 す る こ と と な る 。 ニ

当該管理獣医師は４月９則こ食欲不振を示す牛がいると従業員から電話で報告を受

けたことから、生菌製剤及び健胃整腸剤の投与を指示した。４月１７則こは従業員か

ら、投与により一部の牛では食欲不振が改善され、また新たに食欲不振を示す牛もい

るとの報告を受け、生菌製剤及び健胃整腸剤の投与がある程度の効果を示していると

理解していた。一方、呼吸器症状を示す牛がいるとの報告もあったことから、ヘモフ

ィルスソムナス感染症を予防する必要性を考慮して要指示医薬品の投与を指示した。

この際の指示が「１頭でも発症していれば、同一牛房内全頭ヽりの投与」としたことか

ち、農場内全頭接種となった。
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指示翌日の１８１≡｜には全頭に要指示医薬品が投与されたことを考えれば、４月１７

日時点の従業員からの報告を受けた段階で、詳細に状況を聴取することで全頭接種を

含む多数頭への接種が行われる可能性を認識すべきであったと考えられる。

当該農場において、これまで管理獣医師の指示に基づく要指示医薬品の全頭接種が

なかったことを考慮すれば、一般的な産業動物獣医師は４月１７日時点の症状を呈し

ている牛群の状態は、「特別な変状」と判断するもめと思われる。

４月１８日に過去に例のない飼養牛全頭への要指示医薬品の投与が行われたこと

は、当然、「特別な変状」と認識すべきものであったと考えられ、この「特別な変状」

を確認したのが、投与指示の３～４日後であったこと、また確認後も直ちに直接対面

しての診察を実施せず、直接対面しての診察をしたのが、事実確認の翌日あるいは２

日後であったことは、「常に当該農場の飼育動物の健康状態を把握している場合にお

いて、（中略）特別な変状がないときに指示を与えること等は、一応本条違反とはなら

ない」との解釈には当たらず、法第１８条に照亡っ七て問題がある疑いがあると判断さ

れる。

③

平成１９年１２月１り日付け農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課長通知に

よれば、「当該家畜に直接対面して診察することを一度も行わずに、（中略）正しい診

断を下すことは、通常困難であると考えられる。」「したがって、当該家畜に直接対

獣医師法第１８条の規定に違反するものである。」

通知に照らして判断する必要がある。

と あ り 、 本 事 例 に つ い て も 、 こ の

７２５頭中７０４頭については、平成２１年１１月までは定期的に巡回をしていた

時から飼養されていた牛であり、平成２２年４月１７日までの期間診察していないこ

とが、通知のいう「一度も行わずに、」に該当するか否かの判断となるが、当該期間

も従業員と随時連絡を取り合っていたこと等も含めてｊｉり・えると、法律違反とはまでは

言えないと判断する。
一方、当該管理獣医師の巡回中止以降に導入された牛２てＬ頭については、・形式的に

は「一度も行わずに、」に該当する七ととなる。

通常、当該農場においては、新規に牛が導入される場合、管理獣医師に導入時に逐

次報告され、管理獣医師の指示の基に予防的投薬等の管理がなされる体制となってい

たが、当該２１頭について、どのように対応されたかを確認できないため、これら
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２１頭への投薬の指示が、通知に照らして妥当であったかは判断できない。

④ 結 論 十 レ ． ． 犬 ＼ し

以上のことからご、①及び②（７）点について、当該管理獣医師が実施した行為は、法第

１ ８ 条 に 照 ら し て 問 題 が あ ． る 疑 い が あ る と 判 断 す る ． 犬
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平 成 ２ ３ 年 １ １ 月 １ １ 日

宮 崎県農政水産部長

要指示医薬品め不適切な処方について（厳重注意）．

貴方は おいて、平成２２年４月１７日、当該農場

従業員から十分に病状を聴取することなく、また直接対面して診察せず、「１頭でも発症
していれば、同一牛房内全頭へ投与すること」と指示し、抗生物質を処方した。貴方か

らの指示に基づき、処方翌日から３日間に渡り、飼養牛全頭への抗生物質投与が実施さ

れた。

さらに、貴方はこの事実を把握するまでに３～４日間を要し、把握後も直ちに直接対

面 し て の 診 察 を 実 施 し な か っ た 。 犬

家畜の健康状態を十分把握せず、飼養牛全頭への抗生物質の投与が必要な特別な変状
があったにも関わらず直接対面しての診察を行うことなく、要指示医薬品を処方した等
の貴方の行為は、獣医師法第１８条に照らして問題がある疑いがあることから、知事の

命により厳重に注意する。
ついては、今後このような事態を生じさせないよう、下記により対応されたい。

記

１獣医師法を遵守し、適切な獣医療を実施すること。
２疾病発生時には、可能な限りその都度対面して診療すること。
３対面しての診療が困難な場合には、獣医師自ら定期的な巡回等により、事前に当該

農場の家畜の健康状態を把握している場合に限り、飼育者から十分に疾病の発生状況
を聴取等した上で、要指示医薬品等を処方すること。
４要指示医薬品等を処方した場合には、飼育者からの聴取等により予後についても随

時把握すること。

（文書取扱畜産課）


